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【抄録】 

地域包括ケアシステムの構築には多職種連携が非常に重要であるが、これは非常に困難で

ある。地域を支えるため、医療・福祉・法律など総合的な相談会を開催している。 

対象 

本研究は、よりきめ細かな相談サービスの提供に向け、背景因子（医療、難病、福祉問題、

障害、経済的困窮、法律的問題、高齢者、子ども、外国人など）と解決困難事例との関連性

を明らかにすることを目的とした。 

患者と方法 

2021 年 4 月から 2024 年 3 月までに開催された医療・福祉・法律に関する総合相談会に参

加した人を対象に調査を実施した。多変量ロジスティック回帰を用いて、解決が困難となる

可能性のあるリスク因子を分析した。 

結果 

多変量解析の結果、「経済的困難」が有意に解決困難なリスク因子であることが示された。 

結語 

診療の際、目の前の患者は背景に複数の問題を抱えている可能性を考慮すべきである。必要

に応じて社会福祉士や司法職にコンサルトする意識を持つことが望ましい。 

必要に応じて、 
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（comprehensive consultation service）、多職種協働（interprofessional collaboration）、

重層的支援（multi-layered support system）、健康の社会的決定要因（social determinants 
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【本文】 

(1) 緒言 

地域包括ケアシステムや地域共生社会の構築には多職種連携が不可欠であるが、これは非

常に困難である 1)2)。生活困難を抱える人々は、地域内に様々な福祉課題を抱えているため、

重層的な支援を行うことが望ましいと考えられる。地域を支えるため、医療・福祉・法律に

関する総合的相談会を開催している。本研究は、より十分な相談サービスを提供するために、



背景因子と解決困難事例との関連性を明らかにすることを目的とした。 

 

(2) 患者と方法 

研究デザインと参加者 

この後向き観察研究は、2021 年 4 月から 2024 年 3月まで、医療・福祉・司法 なんでもか

んでも相談会で実施された。本研究の対象は、相談会に参加した 411 名である。参加者の

うち連絡が取れなかった 24 名は研究から除外された。 

データ収集 

静岡市清水医師会データベースより、性別・医療問題（難病を除く）・難病・福祉問題（障

害および経済的困難を除く）・障害・経済的困窮・法律問題・高齢者（65 歳以上）・子ども

（15歳未満）・外国人のデータを収集した。データ収集は 2021 年 4月に開始され、2024 年

3 月に終了した。 

「解決困難」の定義 

本研究では、相談後 1 か月経過しても解決されなかった事例を「解決困難」と定義した。 

統計分析 

多変量ロジスティック回帰分析を用いて「解決困難」事例のリスク因子を分析した。多変量

解析で使用されるカテゴリー間の多重共線性を評価するために、分散拡大係数 (VIF) が 3 

未満の場合は問題がないと判断した。すべての統計分析は、R 統計ソフトウェア (バージョ

ン 4.4.0、R Foundation、オーストリア、ウィーン、http://www.r-project.org/) を使用して

実行された。 

 

(3) 結果 

なんでもかんでも相談会は、2021 年 4 月から 2024 年 3月まで 18 回実施され、延べ 1,451

名の支援者が参加した。支援者の 1 回あたりの平均人数は、医療分野では 17.2 人、福祉分

野では 46.8 人、法律分野では 8.7 人、その他分野では 7.9 人であった（表 1）。アドバイス

を求めた 387 人の参加者の年齢は 5 歳から 99 歳までで、平均年齢は 56.1 歳であった。相

談者の背景因子は、性別（男性 187 人、女性 200 人）・医療問題（難病を除く：152 件、

39.3％）・難病（15件、3.9％）・福祉問題（障害と経済的困難を除く：235 件、60.7％）・障

害（211件、54.5％）・経済的困窮（109 件、28.2％）、法律問題（238件、61.5％）、高齢者

（65 歳以上：142 件、36.7％）、児童（15 歳未満：16 件、4.1％）、外国人（13 件、3.4％）

に分類された（複数選択）。背景に抱える問題の大部分は、福祉問題（障害および経済的困

難を除く）、障害、および法律問題であった（表 2）。 

相談後 1 か月経過しても解決しない事例を解決困難事例（「解決困難」）と定義する。その結

果、解決困難事例は 159件で、全体の 41.1％を占めた。1 か月以内に解決した事例では、法

律問題因子が最も多く、142件（62.2％）を占めた。一方、解決困難事例では、福祉問題因

子が最も多く、106件（66.7％）を占めた（表 3）。 

多変量解析に使用したカテゴリーの多重共線性については、全ての項目において VIF が 3



未満であったため問題ないと判断された。多変量解析の結果、図 1に示すように、「経済的

困窮」という因子が有意に解決困難であることが明らかになった（オッズ比 1.893、95%信

頼区間 1.159～3.110、p = 0.011）。 

 

(4) 考察 

世界保健機関（WHO）によれば、統合されたケア（包括ケア）は、「診断・治療・ケア・

リハビリテーション・健康促進などに関連するサービスの投入・提供・管理・組織化をまと

めて一括にするコンセプトをさしている」と定義されている 3)。WHO はまた、「統合とい

うのはサービスに関するアクセス・質・利用者満足度・効率性を向上させる手段である」と

説明している 3)。しかしながら、多くの自治体では、医療・介護・福祉のサービスの統合を

実行した経験がない。このような状況は日本に限ったことではなく、先進国も同様の問題に

直面している 2)4)―6)。 

このような背景から、私たちは地域を支えるため、医療・福祉・法律の総合的な相談会を

開催する新たなプロジェクトを立ち上げた。2016 年 9 月から 2024 年 3 月までに合計 736

件の相談会が行われた。2021 年 4 月から、参加者には 1 か月後に問題が解決したかどうか

を確認するようになった。そのため、本研究の対象期間は 2021 年 4 月から 2024 年 3 月ま

でとした。なんでもかんでも相談会には医療・福祉・法律の関係者が参加した（表 1）。 

まず、社会福祉士や精神保健福祉士がインテークを行い、相談者の状況を評価する。次に、

支援者は専門家に問題点を相談し、内容を整理することで問題の解決に導く（図 2）。 

個人が生活する上で直面するさまざまな複合的な福祉課題に対して、多職種連携による

重層的な支援を実施した。これらの支援的な解決策は、Healthy London Partnership7)によ

って提案されているように、社会的処方箋として知られている。日本では医療・福祉・法律

の専門家による総合的な相談会は稀である。私たちの知る限りでは、現在までに同様の研究

は報告されていない。 

相談内容を調べた結果、「経済的困窮」という因子が有意に解決困難な要因であることが

分かった（図１）。相談内容は、「福祉問題」が解決済・解決困難とも大きな割合を占めてい

る（それぞれ 56.6％、66.7％）（表 3）。問題解決がより困難になる傾向はあったものの、こ

の差は統計的に有意ではなかった（図 1）。これは、「福祉問題」の内容をさらに深く追求す

ると多岐にわたり、個別性が強くなるため、解決しやすい課題と解決しにくい課題がおそら

くどちらも多く存在したのかもしれない。また、「法律問題」の相談内容も、両者とも大き

な割合を占めていた（解決済 62.2％、解決困難 60.4％）（表 3）。”legal problem”が、法律上

解決できることと解決できないことが比較的明確であるものの、法律問題のみを抱えてい

るわけではなく、他の要因も併存しているため、全体としての問題解決への影響としては、

統計学的に有意差が生じなかったのかもしれないと推論した。 

経済的困窮と社会的孤立は、健康リスクに影響を与えるさまざまな社会的要因と複雑に

絡み合っている 8)9)。経済的に不利な状況にある個人は、複数の健康問題や社会的課題を抱

えていることが多く、これらの問題は複雑かつ混沌としている 10)。 



しかし、経済的支援だけでは、一人暮らしで社会的孤立に関連した背景を持つ貧困層の健

康を確保するには不十分である 11)。利用者の社会的背景を踏まえたニーズの把握、地域内

の様々な支援機関との連携、多面的な支援の提供が重要である 11)。社会的つながりの減少

は社会的孤立に直結すること 14)を考慮すると、定期的になんでもかんでも相談会を提供す

ることは価値があると思われる。 

この研究の限界は、経済的困窮の客観的な指標を使用していないことである。貧困は客観

的に定義されていないため、結果に影響を与える貧困の程度を判断するにはさらなる研究

が必要である。 

 

(5) 結語 

地域を支える医療・福祉・法律に関する総合的な相談会を企画して運営した。医師は患者

を診療する際に、その患者が背景に多数の課題を抱えている可能性を念頭に置く必要があ

る。特に「経済的困窮」要因を持ち合わせているような症例の場合には、課題解決が困難に

なるリスクが高いため、必要に応じて社会福祉士や司法職にコンサルトする意識を持つこ

とが望ましい。 
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図 1 

解決困難のリスク因子はロジスティック回帰分析を使用して評価された。解決困難とは、相

談会の後 1 か月経っても課題が解決されていないことを意味する。OR: オッズ比。95%CI: 

95% 信頼区間。VIF: 分散拡大係数。 

 

図２ 

a: 総合相談サービスのパンフレット 

b: 社会福祉士と精神保健福祉士によるインテーク 

c: 待合室に待機している専門家 

d: 医療・福祉・法律の専門家による相談 

 

表１ 

支援者の分類 

 

表２ 

参加者 387 名の背景 

 

表３ 

参加者の社会的背景の特徴の詳細 


